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 1章 はじめに 
手押し台車、自動車や鉄道車両などの物流に使われる移動体の状態検知は、輸送中の事故
予防に有効である。たとえば積載状況に応じた重心位置を検知できれば、横転事故予防に有
効である。重心位置に加えて、弾性構造体部分の劣化も検知できればより安全性を向上でき
る。三次元重心検知理論（1）に基づけば，弾性構造体上の物体の重心位置（2）（3）（4）（5）（6）や
重心静止限界高さ（7）が導ける（8）（9）（10）（11）（12）。そこで、三次元重心検知理論を移動体に適
用して状態検知を行うにあたっては、移動体の状態検知に関する既往研究の調査を行う必
要がある。 
自動車は物流に用いられる移動体の一つである。自動車の状態検知の一つとして、自動車
自身のローリングやヨーイングなどの自動車の走行によって生じる特定の揺れに対して、
制御を行うことで横転事故を防ごうとする研究がある。例えば北沢らは、車両運動の伝達特
性から、制御によって横転を防止するシステムを構築している。具体的には、操舵に関する
ロールの伝達関数を ARX モデルにより推定し、車両モデルの伝達関数と一致することを前
提に、比較係数から実車の重心高さを推定する。その上で、ブレーキによる制御を行うこと
で、横転防止に活用している（13）。高野らは、自動車のローリングを制御することで横転事
故を防止する研究を行っている。具体的には、スタビライザーバーにアクチュエータを付加
した、アクティブロールスタビライザーと呼ばれる機器のプログラムの開発を行い、横転防
止へ活用しようとしている（14）。 
次に挙げられる研究は、シミュレーションモデルを使用したものである。例えば、須田ら
は、マルチボディダイナミクスのソフトを使い、大型車のシミュレーションモデルを構築し
た。その上で、フライホイール式エネルギー貯蔵装置と呼ばれる装置を用いて、シミュレー
ションを行うことで、横転防止へ活用しようとしている（15)。以上のように、既定の重心位
置をもとに、シミュレーションモデルを組み、横転事故を防ごうとする研究や、特定の揺れ
に対して、制御を行うことで事故を防ごうとする研究は多く見受けられる。 
物流に用いられる別の種類の移動体として、鉄道車両が挙げられる。鉄道車両も同様に、
特定の揺れに対して制御を行う研究と、シュミレーションモデルを構築して状態検知を行
う研究が存在する。たとえば、鉄道車両の故障や劣化を調べるために、鉄道車両のある特定
部位の振動を解析している研究がある。城取らは、台車枠状の上下振動加速度の周波数をも
とに、軸ダンパや空気ばねの減衰特性異常や、空気ばねのパンク、脱線について、研究所内
の試験装置上の試験車両で実験を行っている。当該の研究では、異常時と平常時の比較実験
で得られた結果をもとに、しきい値を設定し上下振動加速度の周波数を比較することで異
常を検知する方法を提案している（16）。 大庭らは、新幹線車両の同一部位の振動加速度の比
較をもとにした異常検知アルゴリズムを提案している。具体的には、研究所内の試験装置と
試験車両を用いて、同一車両内での二個の台車の振動加速度の比較を行い、その上で振動の
最大値と振動の継続性を比較する手法で、アルゴリズムの作成を行っている（17）。 
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また、劣化や故障などについて、主に鉄道車両の台車や軸ばねなどの仮想モデルを用いて
検討を行っている研究もある。Bruni らは、電子制御されたアクティブ軸ばねの動力学に対
する制御と監視系の動向を概察している。特に監視系の動向では、仮想モデルを作成し、そ
のモデルをもとにした故障検出と識別用の状態監視手法について述べている（18）。林らは、
多重モデル法の一つである IMM（Interacting Multiple Model）を活用し走行シミュレー
ションを行い有効性の検討を行っている。走行シミュレーションでは、台車上の特定部位の
軸ばねが故障しているモデルを作成し、生起確率を観測する手法で発生した故障の内容と
発生時刻の判断を行っている（19）。森らは、多重モデル法（Interacting Multiple Model）の
推定精度を向上させるために、推定用モデルを更新する手法を提案している。その上で輪軸、
台車、車体の自由度を考慮した 34 自由度モデルを使い、マルチボディシミュレーションに
より提案する故障検出方法の妥当性を検証し、車体台車間左右ダンパの故障検出精度を向
上させた（20）。綱島らは、鉄道車両の状態監視のための技術について、信号処理に基づく方
法と運動モデルを用いるモデルベースの方法があることを指摘している。特にモデルベー
スの推定方法では、振動加速度から特定部位の状態を診断する方法があることをレビュー
している（21）。 
以上の既往研究から判断すると、鉄道も自動車でも、細部にわたる専門の定期検査による
精密さには及ばないが、市販のパソコンとセンサのみにより、状態検知が可能であるという
利便性にあると考えられる。センサの設置も両面テープで張り付ける程度であり、車体側に
は何の施しも必要なく実施できる簡便さと汎用性の高さは、自動車や鉄道車両をはじめと
した移動体の安全性向上に貢献すると考えられる。そこで本研究では、三次元重心検知理論
を用いて、手押し台車と自動車、鉄道車両の重心検知が実現できるかを実証した。さらに自
動車の弾性構造体であるタイヤ空気漏れ検知と、鉄道車両の弾性構造体の一つである軸ば
ねの経年劣化検知と、鉄道車両の定期的な検査後経年劣化回復状況の検知ができるかを検
証した。 
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2章 三次元重心検知理論 
2.1 三次元重心検知理論の概念 
三次元重心検知理論（1）は、当初は海上コンテナトレーラーの横転防止を目的として発
明された理論である。図 2-1 は三次元重心検知理論の概念を示したものである。本図にお
いて左に示すものは、船の浮動の原理である。水面上に浮いている船は、不安定な状態に
あるので、三次元六自由度の加速度と角速度を持って揺れ続ける。その揺れの周期は船の
重心位置によって異なる。また、周期の逆数は周波数であるので、周波数を計測すれば重
心位置を導くことができる。これが三次元重心検知理論の原理である。本論文ではこの考
え方を、鉄道車両や自動車といった陸上の移動体の状態検知を目的として応用する。 
図 2-1 の右に示すように、鉄道車両や自動車などの陸上の移動体は、サスペンションや
タイヤといった弾性構造体上に、車体や積載物や乗客などの不定形な重心検知対象物が載
る構造である。このため、これらの移動体が走行をすると、地面の凹凸などの外乱を受け、
あたかも水面上に浮いている船のように、重心位置固有の、垂直方向の単振動加速度の周
期とローリング角速度の周期をもって揺れ続ける。以上が、三次元重心検知理論を移動体
に適用する前提である。 
 
2.2 移動体の垂直方向の単振動の定式化 
2.1 で示した前提に基づいて、弾性構造体上にある重心検知対象物の垂直方向の単振動
を定式化すると、式（1）となる。 
 𝑡 = 2𝜋√
ｍ
2𝑘
                                                                                     (1)  
 
図 2-1 三次元重心検知理論の陸上の移動体への適用に関する概念図 
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ここで、   
 ｔ：重心検知対象物の垂直方向の単振動周期 
  𝜋：円周率 
  ｋ：重心検知対象物を支える弾性構造体の左右個々のばね定数 
  ｍ：重心検知対象物の質量 
とする。なお、ばね定数のｋ に関しては、同じばねが左右対称に二対あるので、式（1）
においては 2ｋとなる。なお、三次元重心検知理論でいうばねとは、弾性構造体を構成す
る特定の部品を示すのではなく、重心検知対象物を支えるために総合的に弾力機能する部
分を、一つのばねとして扱う。図 2-2 は、重心検知対象物の単振動の状況を図示したもの
である。 
2.3 移動体の左右方向のローリングの定式化 
重心検知対象物の左右方向のローリングの支点は、重心検知対象物を支える弾性構造体
上にあると考えられる。本論文では、これを動揺中心軸と定義する。これより、重心検知
対象物のローリング中の回転モーメントと力のバランスの関係は、図 2-3 より式（2）に記
述できる。 
 
図 2-2 三次元重心検知理論における重心検知対象物の単振動の概念図 
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  𝐿𝑓＝− 𝑘𝑥𝑏＋𝑚ｇ𝐿𝑠𝑖𝑛𝜃                                                                     (2) 
ここで、 
    𝑓 ：重心位置に回転角の接線方向に加わる力 
   ｇ ：重力加速度 
    𝜃 ：重心検知対象物のローリング角度 
   Ｌ ：動揺中心軸から重心検知対象物の重心位置までの高さ 
ｘ：重心検知対象物を支える左右の弾性構造体の変位 
    ｂ：重心検知対象物の質量を支えている弾性構造体の幅 
とする 
図 2-3 よりx＝ｂ ２⁄ 𝑠𝑖𝑛𝜃であるから、式（2）より式（3）を導ける。 
      𝐿𝑓 = −ｋ
ｂ
𝟐
２
𝑠𝑖𝑛𝜃＋ 𝑚ｇ𝐿𝑠𝑖𝑛𝜃                                                     ( 3 ) 
ここで、式（3）を f の式に整理すれば、式（4）を得る。  
       𝑓 = −
𝑚
𝐿
(
𝑘𝑏2
2𝑚
− ｇ𝐿) 𝑠𝑖𝑛𝜃                           ( 4 ) 
このときのローリングの角度は、数度の微細なものであると考えられる。従って三角関
数の特性より θ が十分に小さいとすると、式（5）が成り立つ。 
    𝑓 = −
𝑚
𝐿
(
𝑘𝑏2
2𝑚
− ｇ𝐿) 𝜃                                      (5) 
この式形は、Ｌを半径とした円運動の方程式と同値になるから、式（6）が成立する。 
 
図 2-3 三次元重心検知理論における重心検知対象物のローリングの概念図 
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  𝑑2𝜃
𝑑𝑡2
= −
１
𝐿2
(
𝑘𝑏2
2𝑚
− ｇ𝐿) 𝜃                                           (6) 
  また、θ の位相を ω と書けば式（7）が成立し、それより式（8）が導ける。 
     
𝑑2𝜃
𝑑𝑡2
＝ − 𝜔２𝜃                                              (7) 
    𝜔＝
１
Ｌ
√
𝑘𝑏2
2𝑚
− ｇ 𝐿                                                                                   (8) 
さらに、ここで重心検知対象物のローリング周期をＴ とすると、Ｔ＝2𝜋/𝜔であるから式
（9）が成り立つ。 
   Ｔ＝
2𝜋𝐿
√𝑘𝑏
2
2𝑚
−ｇ𝐿
                                                         (9) 
 
2.4 三次元重心検知理論式の導出 
周波数は周期の逆数として記述されるので、ｔとＴ に対応する周波数をそれぞれ 𝑉’お
よび V とおくと、式（1）と式（9）により、式（10）と式（11）が成立する。 
 𝑉’ =
１
2𝜋
√
2𝑘
𝑚
                                    ( 1 0 ) 
    𝑉 =
√𝑘𝑏
2
2𝑚
−ｇ𝐿
2𝜋𝐿
                               ( 11 ) 
ここで、式（10）と式（11）において𝑉’と𝑉 は、重心検知対象物から計測すれば既知とな
る。さらに両式において、ばね定数と質量が 𝑘/𝑚 となって一体化しているので消去でき
る。したがって未知数を L として両式の連立方程式を整理すると式（12）導くことができ
る。本論文では式（12）を三次元重心検知理論式と定義する。 
 𝐿2 +
ｇ
4𝜋2𝑉2
𝐿 −
𝑏2𝑉´2
4𝑉2
= 0                                                       (12) 
この式（12）には、重さやばね定数は含まれていない。従って式(12)を用いることで、各
部分のバネ定数や重心検知対象物の重量を事前に計測しなくても𝑉’と𝑉 が測定できれば、
重心検知対象物の重心位置を検知することが可能である。 
 
2.5 重心静止限界高さの概念 
弾性構造体の上に乗っている重心検知対象物の質量を一定に保ち、重心位置を上げてゆく
と、ある高さを超えてしまうと弾性構造体は重心検知対象物を支えることができなくなる。
この高さを弾性構造体の上にある重心検知対象物の重心静止限界高さ（Lmax）と定義する。
また、Lmaxより高い範囲を重心静止不能領域と定義する。以上を示したものが図 2-4 であ
る。なお、Lmax以外で、本図に出てくるパラメーターはすべて 2.2 と 2.3 で定義したもの
と同じである。 
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三次元重心検知理論を用いると、重心位置と同時に重心静止限界高さも検知することが
可能である（７）。鉄道車両や自動車が通常の使用において、重心位置がこの重心静止限界高
さを超え、重心静止不能領域に達することはないと考えられる。しかしながら、この重心
静止限界高さは弾性構造体の状況によって変動すると考えられる。したがって、重心検知
結果と併せて、重心静止検知高さを用いることで、弾性構造体の劣化状況を定量的に評価
できる可能性がある。 
 
2.6 重心静止限界高さ検知式の導出 
2.3 より重心の生ずるローリングの動揺は円運動である。よって式(4）が成り立つ。 
                                                                         sin
2
2
　





 L
mg
kb
L
mg
f (4)〔再掲〕 
ここで、重心検知対象物の重心が弾性構造体上で横転しない状態であれば、f は θ を減じ
る復原力として働くので、その符号はマイナスである。 
この条件を満たすためには、 
                                                                                           0
2
2
 L
mg
kb
  (13)  
でなければならない。したがって、次式が成り立つ。 
 
図 2-4 重心静止限界高さの概念図 
重心
b
x
x
b/2
mg
θ
θ
θ
動揺中心軸
垂線
θ
弾性構造体の幅
Ｌ
不定形な物体
（重心検知対象物）
重心検知対象物を支え
る弾性構造体
重心検知対象物を支え
る弾性構造体
Lmax
重心静止限界高さ
重心静止不能領域
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mg
kb
L
2
2
max 
  
ここで、 
maxL : 弾性構造体の上にある重心検知対象物の重心静止限界高さ 
と定義する。ここで式(10)より、 
22 '2 V
m
k
                                                                 (15) 
となる。なお、V’は三次元重心検知理論式（12）へ代入する弾性構造体上の重心検知対象
物の、垂直方向の単振動加速度の固有周波数である。また、式（14）を式(15)に代入する
と、式（16）（重心静止限界高さ検知式）が成立する。 
g
bV
L
222
max
'
                                                             (16) 
したがって、Lmaxは、V’と b によって一意的に定まることになる。つまり、三次元重心知
理論式である式（12）から弾性構造体上にある重心検知対象物の固有振動動揺周波数（V’, 
V ）を計測すれば、重心位置（L）を求めることができる。ここで L は、弾性構造体の動揺
中心軸から重心位置までの長さであるから、弾性構造体が時間とともに劣化していったと
しても変化しない。実際に式（12）にはばね定数（k）は含まれていない。これに対して式
（14）にはばね定数が含まれている。したがって、弾性構造体上に置かれた物体の L を一
定にした状態でばね定数を変化させて V’を計測すれば、式（14）と同値である式（16）か
ら、弾性構造体の上にある重心検知対象物の重心静止限界高さ（Lmax）も変化してゆくはず
である。あるいは逆に、ばね定数を変化させずに固定して物体の L を変化させた場合には、
Lmaxは変化しないはずである。この特性を応用すれば、状態検知の一環として、鉄道車両や
自動車の弾性構造体の劣化をリアルタイムに的確に検知できる（7）(8 )。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(14) 
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3章 卓上型三次元重心装置を用いた三次元重心検知理論の精度確認実験 
3.1 卓上型重心検知装置を用いた不定形物の状態検知実験の手順 
2 章で示した三次元重心検知理論の精度を確認するために、卓上型三次元重心検知装置
を製作して実験を行った。卓上型三次元重心検知装置は，重心検知対象物，ばね台座，加
速度・角速度センサとパソコンで構成され，市販の汎用品のみを用いた簡素なものである。
図 3-1 は当該の装置の外観図である。 
重心検知対象物（押しばね上部にある物体）は後述する複数の部品によって構成された物
体であり、図 3-1 上において赤色の破線で囲った部分を指す。具体的には、ばね台座，プ
ラスチック製の箱，そして重心を変化させるための錘で構成されている。ばね台座は，質
量 0.150kg で厚さ 0.005m の板を用いた。ばね台座の下には、弾性構造体である押しばね
を 4 本設置してばね台座と上部の箱と錘を支えた。この押しばねは，鉄道や自動車などの
移動体と同様に、左右対称に配置されている。式（12）（三次元重心検知理論式）に代入
する b の値は、左右の押しばねの配置幅に合わせて 0.080m とした。押しばねは、ホーム
センターで入手できる市販品を用いた。そのバネ定数は、662.537N/m であった。このバ
ネ定数はフックの法則によって算出したものである。ばね台座上には，上述した箱を二段
に重ねて設置し，その中に 7 個の錘を配置した。また、ばね台座の裏面には，重心検知対
象物の振動や動揺の妨げにならないように配慮し加速度・角速度センサを取り付けた。以
上の構造を三面図に示したものが図 3-2 である。 
 
図 3-1 卓上型三次元重心検知装置の全体の構造図 
重心検知対象物（破線内）
計測用パソコン
ばね台座
弾性構造体（押しばね）
錘
(重心位置可変用)
プラスチック製の箱
（2段式）
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重心検知対象物のひとつであるプラスチック製の箱一つの質量は 0.150kg であった。ま
た箱の内部は，自動車や鉄道車両の車体と同様に空洞となっている．箱一つの高さは
0.180m，横幅は 0.090m，奥行きは 0.080m である．この箱を二つ上下二段に組合せ，そ
の上段と下段に 7 個の錘を任意に重ねることで重心位置を調整できるよう構成した。当
該の錘は，均一な厚さ 0.010m のステンレス製金属片で，一個あたり 0.483kg のもので
ある。その上で、図 3-3 に示すように、鉄道車両での乗客の増減や自動車での貨物の積み
替えと対比できるように、錘を組み替えて重心位置を変化させた。具体的には、下段に錘
が 7 個入った最も重心が低い状態であるパターン A から、上段に 7 個入った最も重心の
 
図 3-2 卓上型三次元重心検知装置の構成図 
上部
前面
重心
ばね
V
b
錘
ばね
ばね
ばね ばね
ばね
b
ばねばね
錘
重心
側面
加速度
角速度センサー
 
図 3-3 重心検知対象物の重心位置を変化させる方法の概念図 
Weight
Weight
Weight
Weight
Weight
Weight
上段
下段
重心変更方法
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高い状態であるパターン H へ変化させた。表 3-1 は、各パターンの上段と下段の錘の数
と、対応する積載状況を示したものである。 
実験は，ばね台座上にある箱を一度だけ加振することで，その後一定時間自由に継続され
る垂直方向の単振動加速度と左右方向のローリング角速度を計測した。このときの加速
度・角速度センサのサンプリング間隔は 0.010 秒であった。周波数の特定にあたっては、
実験時に得られた加速度と角速度の時系列データをリアルタイムに表示しながらメモリ
に記録して行き、同時に時系列データに対して高速フーリエ変換（FFT：Fast Fourier 
Transform）をかけた。そして、周波数変動のない安定したスペクトルの極大ピークが出
現する周波数を、V’ならに V とし 2.4 で示した式(12)に代入した。次に、上記の実験で
得られた V’を用いて 2.5 で示した式（16）より積載パターン各々の Lmaxを算出した。 
次に、自動車や鉄道車両の弾性構造体の劣化を想定して、ばね定数を変更し実験を行った。
この実験に用いたのは、Spring a，Spring b，Spring c の 3 種類の押しばねである。表 3-
2 に実験で使用したばねと、各々のばねのばね定数を示す。このばね定数はフックの法則
によって算出したものである。実験では積載状況を G として、卓上型三次元重心検知装
置に組み込まれている 4 個のばねを、全て同時に変えて実験を行った。その際に用いた
表 3-2 実験で用いた三種類の押しばねの概要 
 
ばねの写真
ならびに名称
Spring a Spring b Spring c
ばね定数 662.537N/m 1532.289N/m 3502.347N/m
表 3-1 卓上型三次元重心検知実験装置上の錘の積載パターン 
 
積載パターン A B C D E F G H
錘の状況
上段の錘の数 0 1 2 3 4 5 6 7
下段の錘の数 7 6 5 4 3 2 1 0
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V’を用いて、2.5 で示した式(16)（重心静止限界高さ検知式）より Lmax も同時に算出
した。その上で、式(12)より L を算出し、式（16）より Lmaxを算出した。 
 
3.2 卓上型重心検知装置による不定形物の状態検知実験の結果 
表 3-3 は積載状況を変更して行った実験によって得られた V と V ’’、とそれによって算
出された L と Lmaxを示したものである。なお、この実験においては，ばね台座，箱，錘
のそれぞれの質量と空間的な位置の関係が既知であるので，表 3-1 に示したパターン A
～パターン H による重心位置は，三者相互の質量分布と距離の関係から静的な比例計算
によっても求めることができる．この値を L’とし，三次元重心検知理論によって求めた
L の妥当性の評価に用いた。表の 3-4 は、積載状況を G にして、ばねを交換して行った
実験の、各ばね別の V と V’ならびに、式（12）より導かれる L と式（16）により導か
れる Lmaxを示したものである。比較のために、比例計算で求めた L’も示す。 
 
 
 
 
 
表 3-3積載パターン別の卓上型三次元重心検知装置による重心検知実験結果 
 
 
三次元重心検知理論 静的比例計算
錘の組み合わ
せパターン
V’ [Hz] V [Hz] L[m] Lmax [m] L’ [m]
A 4.150 2.441 0.043 0.111 0.042
B 4.150 2.075 0.050 0.111 0.046
C 4.150 1.831 0.054 0.111 0.053
D 4.150 1.465 0.063 0.111 0.062
E 4.150 1.220 0.070 0.111 0.074
F 4.150 0.854 0.082 0.111 0.089
G 4.150 0.610 0.090 0.111 0.106
H 計測不能（L > Lmaxのため） 0.126
三次元重心検知理論 静的比例計算
ば
ね ばね定数[N/m] V’ [Hz] V [Hz] Ｌ [m] Lmax [m] L’  [m]
a 662.537 4.150 0.610 0.090 0.111
0.106b 1532.289 6.226 2.075 0.088 0.245
c 3502.347 7.691 2.563 0.102 0.418
表 3-4 ばね定数別の、卓上型三次元重心検知装置による重心検知実験結果 
三次元重心検知理論 静的比例計算 
ばねの種類 ばね定数[N/m] V’ [Hz] V [Hz] Ｌ [m] Lmax [m] L’  [m] 
Spring A 662.537 4.150 0.610 0.090 0.111 
0.106 Spring B 1532.289 6.226 2.075 0.088 0.245 
Spring C 3502.347 7.691 2.563 0.102 0.418 
として 
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3.3 卓上型三次元重心検知装置による実験結果の考察 
表 3-3 によれば、重心検知対象物の積載パターンを変更し、重心を高くしてゆくと、得
られる L の数値は呼応して高くなり Lmaxの数値は一定であることがわかる。また、積載
パターン H は Lmaxを超えてしまった（L＞Lmax）ので、卓上型三次元重心検知装置での
計測は不可能であった。このときの H の L’ の数値は、0.126m で、L’ ＞Lmaxであり、重
心静止限界高さの概念は妥当であると判断できる。また、表 3-4 によれば、ばね定数が高
くなれば、Lmaxの数値は高くなることが分かる。図 3-4 は、積載パターンと L と L’の関
連性をグラフに示したものである。本表によれば、L は L’ におおむね追従しているが、
積載パターン E、F、G においては L と L’ の、乖離が大きくなっていることが分かる。
この誤差は、2 章で述べた式（5）の成立条件である、重心検知対象物のローリング角度
は、数度の微細なものであるという条件にそぐわないため、起きたと考えられる。具体的
には、積載パターン E、F、G においては、Lmaxに L が近くなるために、重心検知対象物
は非常に不安定である。この状態で、手で加振を行うと、左右に大きく揺れてしまうため、
ローリング角度であるθが大きくなり、当該の前提条件から外れてしまう。また、ばねを
変えた実験でも同様の理由より誤差が大きくなっている。具体的には表 3-4 で、ばね定数
が大きな spring c では L’との L の差は 0.004m であるのに対して、ばね定数が一番小さ
な Spring a では 0.016m と差が大きくなっている。以上の実験より、重心静止限界高さ
に近い条件で実験を行うと、L の精度はやや低下すると考えられる。しかしながら、移動
体である自動車や鉄道車両がこのような L が Lmaxに限りなく近い不安定な状態で運用さ
れることは考えにくいので、移動体の状態検知に三次元重心検知理論は活用可能である
と考えられる。以上の実験より、三次元重心検知理論は弾性構造体のばね定数に依存せず、
 
図 3-4 積載パターンの変化と重心位置の関連性 
重
心
位
置
（ｍ
）
A         B         C         D         E          F        G
積載パターン
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重心検知対象物の重心を検知できることと、重心静止限界高さを用いれば、弾性構造体の
劣化状況の判断指標になりうることが明らかになった。 
 
4章 三次元重心検知理論を用いた手押し台車上の不定形貨物の重心検知 
4.1手押し台車での不定形貨物の実験 
   3章の卓上型三次元重心検知装置では、装置を手で加振することで重心検知を行った。
しかしながら、卓上型重心検知装置は移動体ではない。したがって、移動体の状態検知を
する上で、移動体が動く際に地面から受けるランダムな外乱を用いて、三次元重心検知理
論が実現できるかを確認する必要がある。上記の目的を達成するために、手押し台車を用
いて、重心検知実験を行った。図 4-1 は、手押し台車を用いた実験装置を示したものであ
る。実験で用いた手押し台車は物流現場で用いられている汎用品である。この台車の上面
に、4 本のばねを設置し、その上に、図 4-2 に示すように重心検知対象物であるばね台座
 
図 4-1 手押し台車の実験装置の全体図 
台車
加速度・角速度センサ
混載貨物
ば
ね
構
造
体
台
座
重心位置演算
表示装置（PC）
 
図 4-2 前方から見た実験に用いた台車の模式図 
車輪車輪
車両動揺中心軸
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（木製）と混載貨物（ダンボール箱）を取り付けて支える構造になっている。なお、台車
の動揺中心軸から重心検知対象物の質量を支えている部分の幅（b）は 0.187m とした。
センサは台座上に設置し、手押し台車を定速でまっすぐ押して動かして加振をすること
で、上下方向の単振動加速度と、左右方向のローリング角速度を得る。 
周波数の特定方法は、台車が走行することによって生じる外乱によって、得られた垂直方
向の単振動加速度と左右方向のローリング角速度の時系列データをリアルタイムに表示
しながらメモリに記録して行き、同時に時系列データに対して高速フーリエ変換（FFT：
Fast Fourier Transform）をかけてゆく。そして実験の進行とともに周波数変動のない安
定したスペクトルの極大ピークが出現する周波数を、台車の垂直方向の単振動加速度の
固有振動周波数、ならびに台車の左右方向のローリング角速度の固有動揺周波数とした。
図 4-3 は当該のプログラムのインターフェイスを示したものである。 
ここで、重心検知対象物である不定形の混載貨物は、サスペンションなどの弾性構造体の
上に、載っている構造である。台車を移動させることによって、床面の凹凸によるランダ
ムな外乱を受けて、混載貨物には重心位置固有の上下方向の垂直単振動と左右方向のロ
ーリングが生じる。この現象を定式化すると式（17）となる。 
     𝐿𝑡2 +
ｇ𝑡
4𝜋2𝑉𝑡2
𝐿𝑡 −
𝑏𝑡2𝑉𝑡´2
4𝑉𝑡2
= 0                                  (17)   
ここで 
g ：重力加速度 
π ：円周率 
Lt ：台車の動揺中心軸から不定形の混載貨物の重心位置までの高さ 
 
図 4-3 重心検知プログラムのインターフェイス 
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bt ：台車の動揺中心軸から不定形の混載貨物の質量を支えている部分の幅 
Vt’  ：不定形の混載貨物の垂直方向の単振動加速度の固有振動周数 
Vt  ：不定形の混載貨物の左右方向のローリング角速度の固有動揺周波数 
とする。移動中の台車の様子を図に示したものが図 4-4 である。 
4.2 手押し台車の重心検知結果 
表 4-1 は、手押し台車による 10 回の重心検知結果と 10 回の実験で得られた結果の平
均を示したものである。まず、このダンボール箱とばね台座の重心位置は、比例計算で
0.208m であった。10 回実験を行い、平均値を算出したところ 0.215m と比例計算で得た
数値に近い結果を得ることができた。誤差の要因としては FFT の分解能や、実験時のラ
ンダムな外乱の多少の違い、比例計算の誤差などが考えられる。しかしながら、実験結果
の標準偏差を求めると 0.018m であったため、この結果は妥当であると考えられる。以上
の実験により精度的には、陸上の移動体に三次元重心検知理論は十分適用可能であると
いえる。 
 
図 4-4 移動中の台車における振動動揺の模式図 
車輪車輪
車両動揺中心軸重心
ばねばね
車軸外乱 外乱
L
V’
V
b
表 4-1 手押し台車での三次元重心検知実験結果 
 
三次元重心検知理論 比例計算
回数 Vｔ（Hｚ） Vｔ‘（Hz) Lｔ（m） Lｔの標準偏差 Lｔ（m）の平均 Lｔ’ (m)
1回目 1.85638 4.8852 0.213
0.0180 0.215 0.208
2回目 1.75867 4.78749 0.218
3回目 1.85638 4.9829 0.218
4回目 1.95408 4.9829 0.209
5回目 2.24719 4.9829 0.185
6回目 1.46556 4.59209 0.242
7回目 1.66097 4.78749 0.229
8回目 1.75867 4.78749 0.218
9回目 2.14949 4.78749 0.184
10回目 1.75867 4.9829 0.229
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5章 三次元重心検知理論による自動車のタイヤ空気漏れ検知実験 
5.1研究背景 
自動車の高重心が招くカーブでの横転事故は、大きな被害を出すことがある。よって、
運行中の自動車の重心位置を検知することは、事故予防に有効である。しかしながら自動
車の重心位置は、メーカーの企業秘密であるために公開されていない。また、自動車は車
体やタイヤ、エンジンなどの多くの部品から構成されているので、その重心位置は、事実
上比例計算で得ることは困難であると考えられる。また、自動車のコンディションは、自
動車の種類や貨物の積載状況や人間の乗車状況により千差万別であり、荷物の積み替え
などで重心位置は変化するという問題もある。 
現在は車検場などにあるトラックスケールなどの設備を使って、車輪にかかる質量から
重心位置の計算を行う方法が存在する（22）。しかしながら、先述した条件から、逐一自動
車を使用する前にそのような大掛かりな作業を行うのは現実的ではない。また運転中に
このトラックスケールを使うことは不可能である。したがって、ユーザは運転中に、重心
位置を知ることは実質的に不可能であるといえる。 
ところで、自動車の安全性を高めるためには、重心検知の他、重心検知対象物である車体
を支える弾性構造体の劣化による事故の予防も重要と考えられる。特に自動車は弾性構
造体一つであるタイヤの空気漏れに起因する事故が頻繁に起きている。そこで重心検知
と合わせてタイヤの空気漏れ検知が実現できれば、事故予防に最適である。本章では、実
物の自動車で乗車積載状況と弾性構造体の一つであるタイヤの空気圧を変更して実験を
行い、移動中に重心検知とタイヤの空気漏れ検知が同時に実現できることを確かめた。 
 
5.2 走行中の自動車における三次元重心検知理論の定式化 
一般的な自動車は、タイヤやサスペンションなどの弾性構造体の上に、重心検知対象物
にあたる車体が載っている構造である。自動車が走行することによって、ランダムな外乱
を受けて、車体部分には重心位置固有の上下方向の垂直単振動と左右方向のローリング
が生じる。この現象を定式化すると式（18）となる。 
 𝐿𝑎2 +
ｇ
4𝜋2𝑉𝑎2
𝐿 −
𝑏2𝑉´𝑎2
4𝑉𝑎2
= 0                           （18） 
ここで 
g ：重力加速度 
π ：円周率 
La ：自動車の動揺中心軸から乗客を含めた車体部分の重心位置までの高さ 
ba ：自動車の動揺中心軸から乗客を含めた車体部分の質量を支えている部分の幅 
V’a ：自動車の垂直方向の単振動加速度の固有振動周波数 
Va  ：自動車の左右方向のローリング角速度の固有動揺周波数  
とする。この前提を図に示したものが図 5-1 である。 
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次に、自動車の弾性構造体の劣化検知を行うために、自動車に重心静止限界高さの概念
を適用する。図 5-2 は走行中の自動車の重心静止限界高さが、タイヤの空気圧の変化に伴
って、変化することを示したものである。 
この現象を定式化すると式(19)となる。 
g
baaV
La
222
max
'
                                 （19） 
ここで 
Lamax：自動車の弾性構造体の静止不能に至る重心高さの限界（重心静止限界高さ） 
と定義する。 
 
 
図 5-1 走行中の自動車に生じる振動・動揺の模式図 
車両動揺
中心軸
外乱外乱
 
図 5-2 自動車のタイヤ空気圧の変動による重心静止限界高さの変化 
重心静止限界高さの概念図 
タイヤ空気圧
の低下
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5.3自動車での状態検知実験 
三次元重心検知理論を自動車に適用するには、移動体が等速直線運動をする条件であ
る必要がある。この条件を満たすために実験は、東京海洋大学越中島キャンパス内の全長
170m の直線道路を定速で走っているときとした。この条件下で、垂直方向の加速度と左
右方向のローリング角速度を 25 秒間計測した。25 秒間とした理由は、全長 170ｍの道路
を大学内の制限速度（20km/h）で走る時間に合わせたからである。使用した自動車は軽貨
物自動車による末端物流を想定して、東京海洋大学が保有する三菱自動車製造の i-MiEV
を用いた。図 5-3 に実験区間と、使用した自動車の外観の写真を示す。 
重心の変更は、助手席への人間の乗り降りと、45.0kg の中身が紙で満たされたダンボー
ル箱一組の錘を、後部座席に搭載してパターンⅠ～Ⅳの 4 パターンの積載状況下で行っ
た。実験時の具体的な積載状況を自動車の上面図（23）に示したものが表 5-1 である。 
表 5-1 自動車の三次元重心検知実験の積載状況 
 
パターン 具体的な乗車積載状況
Ⅰ
運転者1名
Ⅱ
運転者1名
助手席1名
Ⅲ
運転者1名
助手席1名
45kgの錘
Ⅳ
運転者1名
助手席1名
90kgの錘
※自動車の図面は三菱自動車のホームページより引用
凡例
…乗員
(65kg)
…錘
（45kg）
積載パターンDにおけ
る後部座席の状況
出典：http://www.mitsubishi-motors.co.jp/i-miev/spec/spe_03.html
 
図 5-3 三次元重心検知実験の実験区間と使用した自動車 
Googleマップより引用し加工して作成
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重心静止限界高さの変化を確認するにあたっては、自動車の弾性構造体のばね定数を変
更することが必要である。なお、自動車の弾性構造体としては、タイヤのほか、サスペ
ンションやショックアブソーバーなどの各種ばね部品があげられる。3 章の卓上型重心
検知装置での実験では、装置を分解し、ばねを交換することでばね定数を変更したが、
自動車の場合は容易に交換することは困難である。また同じばねを劣化するまで使用す
る場合、相応の長い時間が必要であり、今回は再現性の観点から弾性構造体のひとつで
あるタイヤを対象として実験を行った。タイヤの空気圧は実験で用いた自動車のタイヤ
の標準空気圧である 250kPa と、空気漏れを想定して、標準空気圧の 80％である 200Kpa
と標準空気の 60%である 150kpa の三通りの空気圧を設定した。空気圧の測定はゲージ
を用いて行い、図 5-4 に示すように４本同等の圧力に変更して各積載状況下で実験を行
った。実験で用いた加速度・角速度センサは、マイクロストレイン社製の半導体振動型
小型加速度・角速度センサー（電圧出力アナログ型）で、計測レートは 0.01 秒である。
センサは水平面が保てる荷台部分に図 5-5 のように設置した。このセンサを利用した理
由は、垂直方向の加速度と左右方向のローリング角速度を同時に計測でき、かつ A/D コ
ンバータが内蔵されているので、計測と同時にパソコンへデータを取り込み分析が可能
だからである。FFT サイズは 20.48 秒とした。これをジャイロセンサーの計測レートに
合わせ 0.01 秒ずつずらしてデータを連続して高速フーリエ変換（FFT: First Fourier 
Transformation）にかけてアベレージングを行った。 
 
 
図 5-4 自動車の弾性構造体（タイヤ）のばね定数の変更の様子 
空気圧ゲージ
タイヤ空気圧
250kPa(標準)
200kPa(80%)
150kPa(60%)
4本同時に変更
空気圧変更の様子
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図 5-6 は実験において計測された、垂直方向の単振動加速度の例である。また、図 5-
7 は左右方向のローリング角速度の例である．これらは、空気圧 60％の実験パターンⅠ
（１名乗車）の状況下で得られた結果である。自動車には、様々な動揺軽減装置が装備
されている。しかしながら、車体自身の重心位置固有の振動は動揺を軽減する装置の上
で生じる現象である。従って、それらの装置の種類を問わず走行中の自動車には、重心
の位置に由来する固有の振動と動揺が発生すると考えるのが自然である。図 5-6 と図 5-
7 には、その事実が的確に表れている。 
 
 
 
図 5-5 実験に使用した計測機器の設置状況 
実験で用いたセンサー
 
図 5-6 垂直方向の単振動加速度 
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次に、自動車の固有振動・動揺周波数を特定するため、実験によって得たデータに高速
フーリエ変換をかけた。まず、加速度・角速度センサ自身が持つ誤差は、周波数方向に
正規分布的に分散すると仮定し、計測データに対して 0.01 秒ごとに計測時の時間枠
（20.48 秒）をずらして連続し高速フーリエ変換を行い、その平均を求めた。その結果が
図 5-8 と図 5-9 である。両図に示されるように、本研究の実験で計測した自動車の垂直
方向の単振動加速度と左右方向のローリング角速度には、明からに特定の周波数帯の振
幅に突出したピークが存在する。これらは、自動車の重心位置固有の周波数を表すもの
と考えることができる。そこで、平均化した高速フーリエ変換の結果において、左右対
称性を損なわずにより大きい振幅を持つようなピーク周波数を、自動車の重心位置固有
の周波数として特定した。なお、左右方向のローリングのピーク周波数と上下方向の垂
直方向単振動のピーク周波数が同値となり、干渉していると考えられるケースがあった。
その場合は、干渉を受けている周波数帯をずらした上で、上記の方法で特定を行った。 
 
図 5-7 左右方向のローリング角速度 
 
図 5-8 垂直方向の単振動加速度の固有周波数 
周波数（Hz）
ロ
ー
ル
角
速
度
（r
ad
/s
）
1.757 Hz
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5.4自動車での状態検知結果 
上述した方法で特定を行った自動車の重心位置固有の周波数に加え、自動車全体の質
量を支えている部分の幅（ba）は，実車の計測によって 0.95m とした。これらの数値を
式（18）の Va と Va’に適用して重心位置（La）を算出した。また、同時に式（19）によ
り空気圧が 60％、80％、100％の時の、各乗車積載状況に応じた重心静止限界高さ（Lamax）
を算出した。その結果を示したものが表 5-2 である。また、積載状況と La、Lamaxの関連
をグラフに示したものが図 5-10 である。 
表 5-2 自動車への三次元重心検知理論適用結果 
 
 
積載状況Ⅰ
空気圧 Ｖa，[Hz] Ｖ a[Hz] Ｌ a[m] Lamax [m]
250kPa(100%) 2.636 2.294 0.522 6.315
200kPa(80%) 2.395 2.050 0.526 5.213
150kPa(60%) 2.246 1.757 0.568 4.585
積載状況Ⅱ
空気圧 Ｖa，[Hz] Ｖ a[Hz] Ｌ a[m] Lamax [m]
250kPa(100%) 2.539 1.757 0.647 5.859
200kPa(80%) 2.392 1.757 0.607 5.200
150kPa(60%) 2.197 1.513 0.637 4.387
積載状況Ⅲ
空気圧 Ｖa，[Hz] Ｖ a[Hz] Ｌ a[m] Lamax [m]
250kPa(100%) 2.636 1.757 0.673 6.315
200kPa(80%) 2.490 1.611 0.687 5.635
150kPa(60%) 2.246 1.464 0.673 4.585
積載状況Ⅳ
空気圧 Ｖa，[Hz] Ｖ a[Hz] Ｌ a[m] Lamax [m]
250kPa(100%) 2.636 1.666 0.708 6.315
200kPa(80%) 2.490 1.513 0.729 5.635
150kPa(60%) 2.343 1.464 0.704 4.989
 
図 5-9 左右方向のローリング角速度の固有周波数 
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表 5-2 と図 5-10 によれば、自動車に三次元重心検知理論を適用すれば、乗車積載状況
の変化に応じた La の変動が Va と Va’を計測することで検知できることがわかる。また、
空気圧が異なっても同じ積載状況では、La はほぼ同程度の数値が検知されている。この
ことは、三次元重心検知理論を用いれば、自動車の弾性構造体の状況が未知の状態あって
も、重心位置を検知することができることを示している。そして、同程度の La が検知さ
れる条件下で Lamaxを比較すると、いずれの積載状況でも，タイヤの空気圧が少なくなる
に従って、 Lamaxの数値が小さくなることが分かる。具体的には、乗車積載状況がⅠのパ
ターンでは、La は、空気圧の相違には影響無く、みな 0.52ｍ前後の同程度の数値が検知
されている。ところが Lamaxは、空気圧が 100 %の場合は 6.315m に対して、空気圧が 80%
の場合は 5.200m と低くなり、空気圧 60％の場合は 4.585m と、より低くなっていること
が分かる。乗車積載状況Ⅱ～Ⅳにおいても同様の傾向が確認され、各乗車積載状況におい
て La は、ほぼ同じ値であるが、Lamax は空気圧の減少に従って同様に低くなっている。
また、空気圧が同じ条件で Lamax を比較すると、Lamax は同程度の値が検知されているこ
とが分かる。具体的には空気圧が 100％の場合は 6.0m 前後、80％の場合は 5.5ｍ前後、
60％の場合は 4.5m 前後の、一定に近い数値が検知されている。以上より、三次元重心検
知理論を自動車に適用すれば、重心位置の変動の検知と同時に、タイヤの空気漏れ検知も
可能であるということが明らかになった。 
 
 
 
図 5-10 積載状況の変動による L の推移と空気圧の変動による Lmaxの推移 
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5.5自動車での状態検知に関する新指標の導入 
ここで、表 5-2 における各々の空気圧ごとに Lamax-La という新たな指標を計算し、それ
を空気圧別及び乗車積載状況パターン別に比較すると、図 5-11 となる。これを見ると、
Lamax-La の値は空気圧ごとに特定の分布帯に集中しており、空気圧の減少とともにその数
値は明確に低下している。 
ここで重要なことは、Lamax-La 値は、乗車積載状況に依存しなくなるということである。
具体的には、空気圧が 250kPa では Lamax-La 値は 5.5m 付近に集中し、200kPa では 4.75m 付
近に集中し、150kPa では 4.00m 付近に集中しており、この３者の分布は完全に独立してい
る。したがって、あらかじめ自動車のタイヤに対して異なる空気圧ごとに Lmax-L 値を計っ
ておけば、本研究で用いた方法により、その後の Lamax-La 値を常時検知し監視し続けるこ
とによって、自動車のタイヤの空気漏れを走行中に見出すことができることになる。以上
の結果は、三次元重心検知理論による自動車のタイヤの空気漏れを検知する能力の妥当性
を示すものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-11 Lamax-La 値を用いたタイヤ空気漏れの検知結果 
L
a
m
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)
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6章 鉄道車両への三次元重心検知理論の応用 
6.1 三次元重心検知理論による鉄道車両の重心検知実験 
6.1.1 研究背景 
5 章で取り扱った自動車と同様に鉄道も、物流で広く用いられている輸送機関である。
重心の検知ができれば、自動車同様にカーブでの速度超過の横転事故防止に貢献が可能
である。鉄道車両のカーブでの速度超過による脱線事故としては、福知山線（2005 年）
（24）やスイスのマッターホルン・ゴッタルド鉄道（2010 年）（25）スペインの高速鉄道（2013
年）（26）の事故が挙げられる。これらの例のように、大量輸送機関ゆえに甚大な被害を生
じる。現在、鉄道車両の横転事故防止には、カーブの手前では速度を減じる保安装置が実
用化されている。しかし、これらの装置は導入には億単位の費用がかかり（27）、非常に高
価なものであるため、経済的な理由ですべての鉄道路線に導入できるわけではない。軸重
を計測して、荷物の偏りを検知する装置も実用化されているが、すべての線路にその装置
を設置するのはコスト的に困難である。 
別の問題としては、現在使用されている鉄道車両も自動車同様に様々な形の車両があ
り、古い車両や新しい車両など、個々の状態は千差万別である。その上、鉄道車両の乗客
数は駅での乗降によって絶えず変動する。したがって自動車よりも運行中のコンディシ
ョンの変化が大きいといえる。以上の条件を勘案すると、鉄道車両が営業運行中されてい
る際に、重心位置が変わる都度、比例計算で重心位置を計算することは事実上困難である
といえる。三次元重心検知理論はセンサと計測ソフトのインストールされたパソコンで
構成される装置で実現可能であるため、インフラに頼る装置より安価に事故を予防する
ことが期待できる。さらに、車両のコンディションも配慮されるので自律的に安全性を向
上できることも期待できる。 
 
6.1.2 走行中の鉄道車両における三次元重心検知理論の定式化  
一般的な鉄道車両は、軸ばねや枕ばねなどの各種弾性構造体の上に、車体が載っている 
構造である。この鉄道車両がレールの上を走行することで生じるランダムな外乱を受け
ることで、車体には重心位置固有の上下方向の加速度と角速度が生じる。この現象を定式
化すると式（20）となる。 
𝐿𝑟2 +
ｇ
4𝜋2𝑉𝑟2
𝐿 −
𝑏𝑟2𝑉´𝑟2
4𝑉𝑟2
= 0                           （20） 
ここで 
g ：重力加速度 
π ：円周率 
Lr ：鉄道車両の動揺中心軸から乗客を含めた車体部分の空間的重心位置までの高さ 
br ：鉄道車両の動揺中心軸から乗客を含めた車体部分の質量を支えている部分の幅 
V’r ：鉄道車両の垂直方向の単振動加速度の固有振動周波数 
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Vr ：鉄道車両の左右方向のローリング角速度の固有動揺周波数 
とする。 
なお、この現象を図に示したものが図 6-1 である。なお、当該の図に示すサスペンション
とは、たとえば軸ばねや枕ばねといった鉄道車両の特定のばね部品を指すものではなく、
鉄道車両の車体部分を支えるために弾力機能する全体を指す。 
 
6.1.3鉄道車両での実験の概要 
実験は、営業運行中の様々な形状の鉄道車両で行った。ジャイロセンサーとパソコンを
持ち込み、ジャイロセンサーを車内の床や窓枠の下部に進行方向と水平軸に合わせて固
定した。固定位置の条件は、線路に対して水平であるということである。この条件に合致
し、かつ営業運行の妨げにならない場所を適宜見つけて設置した。実験で用いたジャイロ
センサーは、5 章の自動車での実験で用いたのと同様のものである。鉄道車両での実験で
も、このセンサを利用した理由は、垂直方向の加速度と左右方向のローリング角速度を同
時に計測でき、かつ A/D コンバータが内蔵されているので、計測と同時にパソコンへデ
ータを取り込み分析が可能だからである。計測の条件は、鉄道車両が直線区間を定速で走
っているときとした。この条件下で、垂直方向の加速度と左右方向のローリング角速度を
25 秒間計測した。25 秒間とした理由は、データ群の中で一番距離が短い区間を定速で走
行する時間に合わせたからである。図 6-2 は実験の状況を示したものである。なお、本図
で示す鉄道車両は、現在使用されている一般的な鉄道車両のイメージであり、特定の形式
の車両を指すものではない。固有周波数の特定にあたって用いた FFT のサイズは 20.48 秒
 
図 6-1 走行中の鉄道車両に生ずる振動・動揺の模式図 
車両動揺
中心軸
中心線
Vr’
走行によって生じる外乱
Lrbr
Vr
重心
鉄道車両
の車体
鉄道車両の
サスペンション
鉄道車両の
サスペンション
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とした。これをジャイロセンサーの計測レートに合わせ 0.01 秒ずつずらしてデータを連
続して高速フーリエ変換（FFT: First Fourier Transformation）にかけてアベレージングを行
った。 
6.1.4重心位置の特定方法 
実物の鉄道車両の実験において計測された、鉄道車両の垂直方向の単振動加速度と左右
これは JR 常磐線の松戸駅から柏駅間を走行中の電車内（乗客数 54 名）での実験によっ
て得られた計測結果である。 
 
図 6-2 鉄道車両での三次元重心検知実験の概要図 
重心
鉄道車両のサスペンション
Lr
Vr
Vr’
車両動揺中心軸
実験で用いたセンサー
パソコン
センサーを床面等の水平面上に設置
走行によって生じる外乱 走行によって生じる外乱
進行方向
実験装置
鉄道車両の車体
 
図 6-3 鉄道車両の垂直方向の単振動加速度 
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ところで、自動車同様に、鉄道車両でも乗り心地を良くするための動揺軽減装置が装備さ
れている車両もある。しかしながら、車体自身の固有の振動と動揺は、当該の装置の上で
生じる現象である。従って、当該の装置の種類を問わず走行中の鉄道車両には、重心位置
に由来する、垂直方向の単振動加速度の固有振動周波数と左右方向のローリング角速度
の固有動揺周波数が発生すると考えるのが自然である。また揺れは減衰してもその周波
数は変わらない。図 6-3 と図 6-4 を見ると、車両の走行によって固有の揺れが起きている
事実が表れている。6.1.2 で示した方法により実験を行い、鉄道車両の重心位置固有の振
動動揺周波数を特定するため、計測データに FFT をかけた。加速度・角速度センサ自身
が持つ誤差は、周波数方向に正規分布的に分散すると仮定し、計測データに対して 0.01
秒ごとに計測時の時間枠（20.48 秒）をずらして連続し高速フーリエ変換を行い、その平
均を求めた。その例を図 6-5 と図 6-6 に示す。 
 
図 6-4 鉄道車両の左右方向のローリング角速度 
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図 6-5 鉄道車両の垂直方向の単振動加速度の固有周波数 
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両図に示されるように、本研究の実験で計測した鉄道車両の垂直方向の加速度と左右方
向のローリング角速度には、明からに特定の周波数帯の振幅に突出したピークが存在す
る。これらは、鉄道車両自身の重心固有振動・動揺周波数を表すものと考えることができ
る。そこで、平均化した高速フーリエ変換の結果において、左右対称性を損なわずにより
大きい振幅を持つようなピーク周波数を、鉄道車両の固有振動・動揺周波数として特定し
た。なお、左右方向のロールのピーク周波数と上下方向の垂直方向単振動のピーク周波数
が同値となり、干渉していると考えられるケースがあった。その場合は、周波数帯をずら
して上記の方法で特定を行った。以上の方法で得られた Vr’と Vr 二つの周波数と、実験
車両の台車の設計図（28）より得られた b の数値を 1.60(m)として式(21)に代入して、Lr を
算出した。その結果を実験で用いた車両の図（29）に示したものが図 6-7 である。 
 
 
 
 
図 6-6 鉄道車両の左右方向のローリング角速度の固有周波数 
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図 6-7 鉄道車両の重心位置の特定結果 
Lr＝1.605
車両動揺中心軸
重心
鉄道ファン2006年3月号の車両イラストを引用し、加工し作成
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6.1.5比例計算による計算結果との比較 
ここで、6.1.6 節で得られた重心位置が妥当性を検証する。しかしながら、鉄道車両個々
の重心位置は、5 章で扱った自動車と同様に、車両メーカーや運行会社の企業秘密であり、
公表は原則的にはなされていない。そこで検証は、実験で用いた鉄道車両の空車車体の重
心位置を、車体と屋根上の機器の重さと位置から概算し、乗客の重心位置と合わせて積み
上げ計算を行い、両者を比例配分する重心位置 Lr’を静的に求め、それを三次元重心検知
理論で求めた Lr と比較する方法で行った。具体的には、三次元重心検知理論との対比を
可能にするために、以下の条件を仮定した。 
（条件 1）車両動揺中心軸より上部を空車車体とする。 
（条件 2）その下の部分を台車とする。 
（条件 3）空車車内に乗客が均等に乗車する。 
この 3 つの個々の重量配分とその位置関係から、鉄道車両の重心位置を推定する。 
この方法を定式化すると、下記となる。 
 
𝐿𝑟’ = 𝑥1 −
𝑀𝑝𝐾(𝑥1−𝑥2)
𝑀1−𝑀2＋𝑀𝑝𝐾
          (21) 
ここで、 
Lr’  : 静的な比例配分計算による重心位置（車両動揺中心軸から車体と乗客を合わせた重
心位置までの高さ） 
M1 : 空車時における 1 両分の車両全体の質量（1 両分の台車と車体の合計） 
M2 :  1 両分の台車の質量 
Mp : 乗客一人あたりの質量 
K    : 乗客数 
x1         : 車両動揺中心軸から空車車体の重心位置までの高さ 
x2  : 車両動揺中心軸から乗客の重心位置までの高さ 
とする。 
式（21）においては、M1 は実験時に当該の鉄道車両の車体部分に表記された空車時の
重量を確認して用いた。当該の実験車両では 22.7t であった。実験で用いた鉄道車両を管
理する鉄道会社の研修施設（東日本旅客鉄道長野スキルアップセンター）の一般公開の際
に撮影した台車の緒言によれば、当該の鉄道車両に装備されている台車の質量は 1 個あ
たり 5.243t であった。この台車は当該の実験で用いた鉄道車両に装備されているもので
ある。鉄道車両の台車は 1 両につき 2 個あるので M2=10.486t とした。M1 と M2 の根拠
を図 6-8 に示す。Mp は一般的な成人男性の体重を想定して 0.06t として、乗客数は 54
名で計算を行った。現在運行中の鉄道車両は、同じ形式の車両であっても、空車の車体上
部に冷房機器などの空調装置や床下機器の形状の相違がある。この実験で用いた鉄道車
両は、床下に機器がほとんどない車両（サハ E231 形）で冷房機器やその関連機器が屋根
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の上に搭載されている車両であった。そこで、空車車体を屋根上の機器とそれらの機器を
除いた車体部分と分けて考えて、x1 を算出した。当該の車両の設計図（30）によれば空車
車体上部には屋根の上からの高さが 0.35m の冷房装置などの関連装置が搭載されており、
この高さの半分である 0.17m の位置を当該の機器の重心位置と仮定した。当該の機器の
質量は 1.5t とした。その根拠は、同一形状で、屋根上に実験で用いた車両と同程度の大
きさの冷房機器のある車両と、ない車両の質量を比較した際に 1.5t の差があったからで
ある（３１）。屋根上の装置を除いた箱状の空車車体の最下部から、空車車体の最下部の長さ
の 2.7m の半分の 1.35m とした。以上の条件で比例計算を行うと、x1 は 1.702m となっ
た。次に x2 は、福知山線脱線事故の被害者の手記(32)と実験で用いた鉄道車両の設計図（30）を
参考にし、本実験時は、ほぼ全ての乗客が着席姿勢にあったことから、車両動揺中心軸から
0.708m とした。以上の条件に基づいて求めた概算の Lr’は 1.493m であった。三次元重心検
知理論によって求めた Lr は 1.605m であり差は 0.111m と、近い数値が算出されている。した
がって、三次元重心検知理論から導かれる Lr は妥当であると判断できる。 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-8 計算の根拠となった数値 
車両後部の空車質量の表示
東日本旅客鉄道株式会社の研修センター内の
説明板に示された台車単体の質量の表示
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6.1.6乗客数による重心位置の変動の検知 
都市近郊の通勤電車の乗客数は、駅での乗客の乗降によって随時変動する。そこで本節
では、三次元重心検知理論を用いると、乗客数の変動の多い路線で、乗客数の変化に追随
した重心検知ができるかを確かめる。本目的を達成するために、乗客数の変動の著しい路
線である関西本線と高崎線を選定した。図 6-9 に実験で使用した車両とセンサの設置状況
（関西本線の事例）を示す。さらに表 6-2 に実験番号、実験区間と当該の乗客数並びに実
験で得られた Vr、と Vr’と Lr を示す。ｂr は車両の設計図（30）（33）より 1.6m として計算を
行った。関西線の電車は、郊外（亀山）から都市（名古屋）に向かう電車であったので、
実験 No.K1 では 20 名と空席が目立つ状態であったが、終着駅に近づくにつれて乗客数は
増え続け、実験 No.K5 では 140 名と、53 名分ある座席が全て埋まって通路まで満員状態
になった。また高崎線の電車も同様に郊外（高崎）から都市（上野）に向かう電車であっ
たので、実験 No.T1 では 5 名の状況であったが実験 No.T5 では 90 名の状況になった。 
 
図 6-9 JR 関西本線における三次元重心検知実験の概要 
ジャイロセンサー
計測用パソコン
水平軸
表 6-1 乗客数の変動の著しい路線での三次元重心検知実験結果 
 
実験番号 実験区間 乗客数 br Vr’ Vr Lr
No.K1 加佐登～河曲 20
1.6
1.220 0.439 1.670
No.K2 南四日市～四日市 40 1.318 0.439 1.842
No.K3 四日市～富田浜 70 1.416 0.537 1.722
No.K4 桑名～長島 140 1.464 0.488 1.934
No.K5 永和～蟹江 140 1.660 0.585 1.936
実験番号 実験区間 乗客数 br Vr’ Vr Lr
No.T1 新町～神保原 5
1.6
1.855 0.537 2.366
No.T2 岡部～深谷 17 1.806 0.585 2.315
No.T3 北上尾～上尾 52 1.513 0.439 2.186
No.T4 上尾～宮原 66 1.660 0.537 2.079
No.T5 さいたま新都心～浦和 90 2.050 0.732 2.020
関西本線での実験
高崎線での実験
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この表を見ると関西本線も高崎線も双方とも、乗客数の変動に応じて重心位置が変化し
ていることがわかる。この結果をグラフに示したものが図 6-10（関西本線）と図 6-11（高
崎線）である。関西本線の実験の結果である図 6-10 を見ると、実験 K2 と K3 の間では 40
名から 70 名に乗客数が増えたのにもかかわらず、重心位置が低く検知されているが、こ
れは当該の鉄道車両の 53 名分ある座席が全て埋まって、立ち客が発生したために座位と
立位での乗客の重心位置の差から来るものであると考えられる。現に実験番号 K3 の乗客
数は 70 名と、座席に座れず立位の乗客がいることを示している。なお、関西本線の実験
では、乗客数が増えるにしたがって、重心位置が上がっているが、高崎線の実験では、逆
に重心位置が下がっている。高崎線の車両は空車時の重心位置が高い車両であったので、
乗客の重心位置が相対的に低かったので、上記の結果になったものと考えられる。以上の
実験結果により、三次元重心検知理論を用いれば、鉄道車両の乗客数の変動のみならず、
乗客のコンディション（立位、座位）や車両の形状（床下に重量物や屋根上の重量物の有
 
図 6-10 乗客数と検知される重心位置の関係（関西本線） 
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図 6-11 乗客数と検知される重心位置の関係（高崎線） 
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無など形状の違い）に応じた重心位置を検知することができることが明らかになった。こ
のことは三次元重心検知理論の精度を示すものである。 
 
6.2三次元重心検知理論による鉄道車両の台車の軸ばね劣化検知 
6.2.1研究の背景 
6.1 節で示した実験によって、鉄道車両に三次元重心検知理論を適用すると、車両や乗
客のコンディションに応じた重心位置が検知可能であることが実証された。鉄道車両は
長年使用されるので、台車の弾性構造体の一つである軸ばねの経年劣化を監視すると、安
全性の向上に貢献ができると考えられる。なお、鉄道車両の台車の弾性構造体には枕ばね
と軸ばねがある。今回は軸ばねを対象としたのは、軸ばねは鉄道車両が新造されてから廃
車になるまで、事故による破損でもない限りは、ほとんどの車両が交換されずに使われ続
けるからである。このことは本研究で取り上げる運行を管理している鉄道会社（東日本旅
客鉄道株式社）への車両のメンテナンスにかかわる技術説明員へのヒアリング調査によ
るものである。また、本研究で使用した車両の台車は、枕ばねにエアサスペンションが使
われており、ばね定数は自動で調整されてしまうので対象外とした。図 6-11 は鉄道車両
の台車の弾性構造体のうち、本節での劣化検知対象の軸ばねと、対象外である枕ばねを示
したものである。また図 6-12 に示す台車は、TR246 型台車といい、後述の実験で用いる
車両に装備されている台車と同じものである。この台車の軸ばねは車輪両端に 1 個ずつ、
4 個左右前後対称に装備されている。 
軸ばねの経年劣化が要因の一つである事故としては、2011 年に発生した成田線におけ
る貨物列車脱線事故が挙げられる。運輸安全委員会の事故調査報告書（34）によると、この
事故の車両側の要因として、貨車の車軸ばねの経年劣化、貨車に積載されている物が不安
 
図 6-12 鉄道車両の台車の弾性構造体の構成図 
軸ばね
（コイルバネ）
枕ばね
（エアーサスペンション）
写真は東日本旅客鉄道株式会社長野スキルアップセンターで一般公開時に川島進撮影
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定な状態になっていたことが複合的に重なって起きたと指摘されている。このような大
きな被害を生ずる事故を防ぐには、重心位置と併せて、鉄道車両の軸ばねの劣化状態の検
知が有効であると考えられる。しかし軸ばねの劣化状態を調べるには、当該の車両を運用
から離脱させて車両工場等へ運び込み、分解検査を行う必要がある。したがって、この方
法では運行中に劣化状況を知ることは難しい。本論文の三章で示した卓上型三次元重心
検知装置による実験や五章での自動車での実験によれば、重心静止限界高さを求めれば、
タイヤや押しばねなどの弾性構造体の状態検知が安価で簡易な方法で実現可能であるこ
とが明らかになっている。この考え方を鉄道車両にも適用すれば、安価に簡易な方法で軸
ばねの劣化を検知できる可能性がある。 
 
6.2.2 走行中の鉄道車両における重心静止限界高さの定式化 
  鉄道車両における重心静止限界高さ検知式を定式化すると式(22)となる。 
g
brVr
Lr
222
max
'
                                 （22） 
ここで 
Lrmax：鉄道車両の弾性構造体の静止不能に至る重心高さの限界（重心静止限界高さ） 
とする。また、図 6-13 は鉄道車両の軸ばねの経年劣化による重心静止限界高さの変化を
示したものである。図 6-13 に示すように、乗客数が同程度の条件では、各実験で算出さ
れる車両動揺中心軸から乗客を含めた車体部分の重心位置までの高さ（Lr）は近いものに
なるが、新造時からの経年数が長い車両では、軸ばねが経年劣化することで Lrmaxの数値
も低くなるはずである。 
 
図 6-13 鉄道車両における重心静止限界高さの軸ばね劣化による経年変化の概念図 
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6.2.3 三次元重心検知理論による鉄道車両の軸ばね劣化検知実験 
実験は、新造時から実験日までの経年数の異なる、同一形状かつ乗客数と、その乗車状
況が同程度である鉄道車両で行った。具体的には、乗客の大半が座位の状況と空車に近い
状況で実験を行った。この実験により、新造時から実験日までの経年数による軸ばねの経
年劣化状況の違いを、三次元重心検知理論から導かれる重心静止限界高さ（Lmax）によっ
て把握できるかを確かめた。従って、本節の実験対象の鉄道車両を選定する際には、同一
形状で経年数の異なる鉄道車両を選ぶ必要がある。そこで、成田線、常磐線、総武線（各
駅停車）で使用されている、床下に機器などの重量物が搭載されていない形式の鉄道車両
で実験を行った。この三つの路線を選んだのは、同一形状で経年数が異なる車両が各路線
相互に使われているからである。ここで、総武線（各駅停車）の実験で用いた鉄道車両を
鉄道車両 b とする、また、常磐線、成田線の実験で用いた鉄道車両を鉄道車両 a、c、d、
e とする。これらの車両の形式はサハ E231 であり、台車形式は TR-246 であり同一であ
る。この実験で使用した加速度・角速度センサは 6.1.3 節で示したものと同様のもので、
営業運転中の鉄道車両の車体内の床上の水平面に適宜設置した。車体の固有周波数の特
定は、6.1.4 で示した方法で行い、車体個々の Lr と Lrmaxを算出した。表 6-2 は、順番に基
づいた実験番号、実験日、計測時の乗客数、実験時における新造からの経年数、実験車両、
実験区間を示したものである。この表内に示す実験での計測秒数は 25 秒とした。これは、
直線が続く距離が一番短い実験番号 A1 の直線区間を鉄道車両が走る時間に合わせたか
らである。乗客数については、実験時に目視で確認した。乗客数が 60 人前後で、その乗
車状況は座位の条件下で実験を行ったものが、実験番号 A1 から実験番号 A5 である。実
験番号 A1 と A4 は時期を変えて、同じ鉄道車両で行った実験である。また、乗客数が 5
人前後のほぼ空車の状態で、同一形状の車両で行ったものが実験番号 B1から実験番号 B4
の実験である。実験番号 B1 と B3 は時期を変えて、同じ鉄道車両で行った実験である。
新造時からの実験日までの経年数は、実験対象の鉄道車内外にある表記などを参考に算
出した。 
表 6-2 鉄道車両の軸ばね劣化検知実験のコンディション 
 
乗車人数60人前後における実験時のコンディション
実験番号 実験日 乗客数 新造からの経年数[年] 実験車両 実験区間
A1 2009年11月18日 54 5.9 車両a ＪＲ常磐線 柏～松戸
A2 2011年5月13日 64 5.5 車両b ＪＲ総武線 千駄ヶ谷～信濃町
A3 2011年5月16日 64 8.0 車両c ＪＲ常磐線 柏～松戸
A4 2012年4月28日 52 8.1 車両a ＪＲ成田線 湖北～布佐
A5 2012年8月10日 54 8.5 車両d ＪＲ常磐線 松戸～柏
乗車人数5人前後における実験時のコンディション
実験番号 実験日 乗客数 新造からの経年数[年] 実験車両 実験区間
B1 2009年11月18日 6 5.9 車両a ＪＲ成田線 安食～小林
B2 2011年5月16日 5 8.0 車両c ＪＲ成田線 安食～小林
B3 2012年4月28日 9 8.1 車両a ＪＲ成田線 小林～木下
B4 2012年8月21日 3 8.3 車両e ＪＲ成田線 小林～木下
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6.2.4 鉄道車両の新造時からの鉄道車両の軸ばね劣化検知結果 
6.1.3 節で示した方法と条件で実験を行い、乗客数とその乗車状況が同程度の条件下で、
実験対象の車体の各々の Lrmaxの差異を調べることで、新造時から実験日までの経年数に
応じた軸ばねの経年劣化検知に Lrmaxを活用することが可能か確かめた。 
表 6-3 は、実験の順番と実験時の乗客数、新造時から実験日までの経年数、実測によって
得られた台車の車体部分を支える部分の幅（br）、各実験における車体の固有周波数（Vr’、 
Vr ）と、それによって導かれた Lr と Lrmaxを示したものである。 
まず、乗客数が 60 人前後の実験番号が A1 から A5 の実験結果を比較すると、Lr は 1.7
～1.8m 程度のほぼ同一の数値が検知されていることが分かる。同様に、乗車状況が 5 人
前後の実験番号 B1 から B4 の実験では、Lr は 2.0～2.2m 程度のほぼ同一の数値が検知さ
れていることが分かる。この結果は、乗客数とその乗車状況が同程度である同一形状の鉄
道車両で実験を行ったことから、妥当であると考えられる。 
ところで、本章の実験では、6.1.3 節で行った関西本線での実験と異なり、乗客数が多
い実験の方が、Lr が小さく検知されていた。具体的には、乗客数が 60 人前後の実験より
乗客数が 5 人前後の実験の方が、Lr の数値が大きい。この理由は、前者の実験時におけ
る乗車状況が、乗客の大半が座位の状態であったことと、当該の実験車両は、床下に重量
物が搭載されていない形状の鉄道車両で実験を行ったことから、鉄道車両自身の重心位
置より相対的に乗客全体の重心位置が低かったからと考えられる。このことは、三次元重
心検知論理論を用いれば、乗客数と乗車状況、鉄道車両の形状が様々であっても、的確に
車体の重心位置の検知ができることを示すものである。 
次に、同程度の Lr が検知される条件で Lrmaxの数値を比較する。新造時から実験日まで
の経年数が長い鉄道車両では、Lrmax の数値が小さくなることが分かる。具体的には、乗
客数が 60 人前後の 5 つの実験結果を比較すると、Lr はほぼ同一であるが、新造時から実
験日までの経年数が 8 年以上の実験番号の A3～A5 の Lrmaxが、5 年前後の A1 と A2 に比
べて明らかに低くなっていることが分かる。特に実験番号の A1 と実験番号 A4 は時期を
変えて同じ車両（車両 a）で行ったものであるが、数値に顕著な低下が見られる。同様に、
表 6-3 鉄道車両での三次元重心検知理論による軸ばね劣化検知実験結果 
 
乗車人数50人前後の状況における三次元重心検知理論による鉄道車両の軸ばね劣化検知結果
実験番号 乗客数 新造からの経年数 [年] br[m] Vr
,
[Hz] Vr[Hz] Lr[m] Lrmax[m] 使用車両
A1 54 5.9 1.6 1.516 0.585 1.741 5.925 車両a
A2 64 5.5 1.6 1.513 0.537 1.864 5.901 車両b
A3 64 8.0 1.6 1.269 0.439 1.756 4.151 車両c
A4 52 8.1 1.6 1.367 0.537 1.651 4.817 車両a
A5 54 8.5 1.6 1.367 0.488 1.779 4.817 車両d
乗車人数5人前後の状況における三次元重心検知理論による鉄道車両の軸ばね劣化検知結果
実験番号 乗客数 新造からの経年数 [年] br[m] Vr,[Hz] Vr[Hz] Lr[m] Lrmax[m] 使用車両
B1 6 5.9 1.6 1.953 0.585 2.332 9.833 車両a
B2 5 8.0 1.6 1.757 0.537 2.222 7.958 車両c
B3 9 8.1 1.6 1.660 0.537 2.079 7.104 車両a
B4 3 8.3 1.6 1.660 0.537 2.079 7.104 車両e
39 
 
乗客数が 5 人前後の B1～B4 の 4 つの実験結果を比較すると、両者の Lr は、ほぼ同じ値
であるが、経年数が 5 年前後の実験番号 B1 の実験より、系年数が 8 年以上の B2～B4 の
実験のほうが、Lrmaxは低くなっていることが分かる。特に実験番号の B1 と実験番号 B3
は時期を変えて同じ車両（車両 a）で行ったものであるが、実験番号 A1 と実験番号 A4 の
時と同様、数値に顕著な低下が見られる。以上の結果は、三次元重心検知理論から導き出
される Lrmaxによる、軸ばねの経年劣化検知の妥当性を示すものである。 
 
6.2.5 鉄道車両の新造時からの鉄道車両の軸ばね経年劣化率の算出 
図 6-14 は、横軸を鉄道車両の新造時から実験日までの経年数、縦軸を Lmaxとして関連
性を示したものである。この図に示された結果を考察すると、有益な事実を見出すことが
できる。具体的には、Lrmaxによる経年劣化率(m/年)を、乗客数が同程度で Lr の値が至近
な実験結果ごとに割り出すと、乗客数が 60 人前後の実験（実験番号 A1～A5）の傾向線
の傾きは－0.4 (m/年)であり、乗客数が 5 人前後の実験（実験番号 B1～B4）の傾向線の傾
きは－1.1 (m/年)であった。前者と後者では乗客数が著しく異なっているため Lrも相違し、
Lrmax による経年劣化率(m/年)を求めると経年劣化は、軽荷で顕著に表れることが分かっ
た。このことから、 営業運転中の特にラッシュアワー外の時間帯に、 Lr と Lrmaxを検知
し続け、特定の Lr に対する Lrmaxの経年劣化率(m/年)を監視することで、鉄道車両のリア
ルタイムな劣化検知が、簡易かつ廉価な方法で実現できると考えられる。 
 
6.3 三次元重心検知理論による全般検査前後の鉄道車両の台車の弾性構造体の
経年劣化回復検知 
6.3.1研究の背景 
三次元重心検知理論から導かれる重心静止限界高さ（Lrmax）を用いることで、鉄道車両
の台車の弾性構造体の一つである軸ばねの経年数に応じた劣化検知が、可能であること
が 6.2.5 までの実験で明らかになった。しかしながら、鉄道車両には経年数や走行距離な
どによって、様々な検査が義務付けられている。そこで、検査後に重心静止限界高さがど
 
図 6-14 鉄道車両の軸ばね劣化検知の傾向線 
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のように変化するかが明らかにする必要があると考えられる。本研究では、まず本研究の
一連の実験対象路線を有している東日本旅客鉄道株式会社に対して、鉄道車両の台車の
弾性構造体の検査の実施や交換のタイミングについて、ヒアリング調査を実施した。この
ヒアリング調査は、平成 24 年 8 月 25 日に東京総合車両センターで開催された一般公開
に赴いて、当該社の技術説明員に対して行った。その結果、軸ばねは、精密な検査や不具
合等の問題に対する補修は、鉄道車両を営業運行から離脱させ、工場等へ搬入して台車を
オーバーホールして軸ばねを取り外して行っているとのことである。そして異常がない
場合は、廃車になるまではそのまま使い続けられるケースがほとんどであるとこのこと
であった。それに対して、枕ばねであるエアサスペンションは、10 年程度で新品に交換
を行うとのことであった。鉄道車両の検査は様々な種類があり、分解や点検の箇所や作業
や周期が定められている。これらの作業は、当該社では全般検査と呼ばれる大規模な検査
のときに行うもので、新造時から概ね 8 年～10 年程度の周期で行っているとのことであ
る。図 6-15 は、ヒアリング調査の際に撮影した車両工場での全般検査における、台車の
検査の状況を示したものである。具体的には右側の図が、台車の軸ばねとフレームを分解
検査中の状況である。軸ばねは異常が見られなかったのでそのままフレームに戻されて
いるが、枕ばねは外されて、左に示すような新品の枕ばねに交換されているところを示し
た。 
 
6.3.2 重心静止限界高さを用いた全般検査前後の弾性構造体の経年劣化検知
実験 
本節では、全般検査前の弾性構造体の経年劣化状態と、当該検査後の劣化からの回復状
況が、Lrmax を用いて検知可能かを調べるための実験を行った。つまり、軸ばねに上述の
全般検査が実施されて補修が施されたり、枕ばねが新品に交換されたりした後には、鉄道
車両の台車の弾性構造体の性能は新造時に近い状態に回復されると考えられる。つまり、
Lrmax の数値は当該検査前よりも、当該検査後の方が高くなるはずである。そこで、本章
 
図 6-15 鉄道車両工場（東日本旅客鉄道の東京総合車両センター）における鉄道車両
の台車（TR246 形）の弾性構造体の検査状況 
枕ばね（エアサス）
交換用の新品
台車のフレームと
軸ばねの分解検査状況
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の実験対象の鉄道車両を選定する際には、同一形状で乗客数が同程度の当該検査前後の
車両を選ぶ必要がある。この目的のために本章の実験は、総武線快速で使用されている鉄
道車両で行った。その理由は、総武線快速で用いられている鉄道車両（E217 系）は実験
当時に、全般検査が順次行われつつあったからである（38）。実験では、当該検査前と後の
両者の状態が存在し、同一形状で、かつ乗車状況の同程度の鉄道車両を選定した。ここで、
当該検査前の鉄道車両を鉄道車両 f とし、当該検査後の鉄道車両を鉄道車両 g とする。こ
れらの車両の形式はクハ E217 形であり、その台車形式は TR-246 であり 6.2.3 での実験で
用いた車両に装備されているものと同一である。実験の方法は 6.1.3 節と同様であり、当
該検査前後の鉄道車両個々の動揺中心軸から乗客を含めた車体の重心位置までの高さ Lr
と Lrmaxを得た。表 6-4 は、実験番号、実験日、乗客数、新造日から実験日までの経年数
または、全般検査から実験日までの経年数と実験車両、実験区間を示したものである。 
具体的には、表 6-4 における実験番号 C1 で用いた鉄道車両は、実験時において新造か
ら 10 年経過し（39）、当該検査を受ける 3 か月前の状態であった。これに対して、実験番号
C2 で用いた鉄道車両は、新造時から実験日までの経年数は 13 年であったが、当該検査を
受けて 4 カ月経過した後の状態であった。これらの当該検査を受けた日は、車体の後部に
ある検査表記などを目視確認することにより得たものである。図 6-15 は検査表記の例で
あり、前回と前々回の車両工場に入った時期が明記されている。この二つの実験で用いた
鉄道車両の乗客数は同程度であり、その乗車状況は乗客の大半が座位にあった 
 
 
 
 
 
表 6-4 鉄道車両の全般検査前後の弾性構造体の劣化回復検知実験のコンディション 
 
実験番号 実験日 乗客数
新造からの経年数
または
全般検査からの経年数[年]
実験車両 実験区間
C1 2009年11月20日 39 新造から10年目 車両f ＪＲ総武線 都賀～千葉
C2 2009年11月24日 30 全般検査から0.3年目 車両g ＪＲ総武線 四街道～千葉
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6.3.3鉄道車両の全般検査後の台車の弾性構造体の劣化回復検知実験結果 
6.1.3 節で示した方法と条件で実験を行い、全般検査前の鉄道車両の台車の弾性構造体
の経年劣化状態と、当該検査後の弾性構造体の劣化回復状況を、Lrmaxを用いて検知可能
か検討した。表 6-5 は、実験の順番と実験時の乗客数、新造時または当該検査を受けた時
からの実験日までの経年数、上述した東京総合車両センターの一般公開で、実物の台車に
対する実測によって得られた軸ばねが車体を支える部分の幅（b）、各実験における車体の
固有周波数（Vr’, Vr ）と、それによって導かれた Lr と Lrmaxを示したものである。ま
た図 6-16 は、横軸を新造時または当該検査を受けた時からの実験日までの経年数、縦軸
を Lrmaxとして関連性を示したものである。 
まず、実験番号 C1 と実験番号 C2 で Lr の数値を比較した。表 6-5 によれば、両者の
Lr の値は、2.2m 前後とほぼ同一の値が検知されていることがわかる。この結果は、乗客
数が同程度で同一形状の鉄道車両で実験を行ったことから妥当であると考えられる。次
に、実験番号 C1 と実験番号 C2 で Lrmaxの数値を比較した。図 6-16 と表 6-5 によれば、
全般検査前（実験番号 C1）より当該検査後（実験番号 C2）の方が、Lrmaxの数値は 1.2m
 
図 6-15 鉄道車両の後部にある検査表記の例 
表 6-5 全般検査前後の弾性構造体の劣化回復検知実験 
 
実験番号 実験日 乗客数
新造からの経年数
または
全般検査から 経年数[年]
実験車両 実験区間
C1 2009年11月20日 39 新造から10年目 車両f ＪＲ総武線 都賀～千葉
C2 2009年11月24日 30 全般検査から0.3年目 車両g ＪＲ総武線 四街道～千葉
実験番号 乗客数
新造からの経年数
または
全般検査からの経年数[年]
br[m] Vr
,
[Hz] Vr[Hz] Lr[m] Lrmax[m] 使用車両
C1 39 新造から10年目 1.6 1.513 0.439 2.187 5.901 車両ｆ
C2 30 全般検査から0.3年目 1.6 1.660 0.488 2.249 7.104 車両g
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程度大きくなることがわかる。この理由は、当該検査の実施によって弾性構造体の劣化が
回復されたからであると考えられる。以上の結果は、三次元重心検知理論から導き出され
る Lrmaxによる、全般検査前の弾性構造体の経年劣化状態と当該検査後の軸ばねの劣化回
復状況の検知結果を、妥当に示していると判断できる。 
 
6.3.4 鉄道車両の重心静止限界高さに基づく全般検査後の弾性構造体の劣化
回復率 
6.2.5 節に述べた Lrmax による経年劣化率(m/年)を、図 6-16 における実験番号 C1 と実
験番号 C2 に適用すると、さらに興味深い事実を確認できる。具体的には、実験番号 C1
と実験番号 C2 の傾向線の傾きは、－0.12 (m/年)程度であり、この値の絶対値は、6.2.5
節に示された経年劣化率の絶対値より小さい。つまり、全般検査を行ったとしても、弾性
構造体の性能は新造時の状態までには回復できないことを意味する。このことは、台車の
弾性構造体の構成部品である軸ばねは原則的に廃車まで交換されずに使い続けられるこ
とに対して、枕ばね（当該の車両はエアサスペンション）は交換されるという、ヒアリン
グ調査で得た事実とも一致する。また、このことは自動車の車検等においても経験的に認
識される現象に、類似すると考えられる。したがって、営業運転中の特にラッシュアワー
外の時における Lr と Lrmaxを検知し続け、特定の Lr に対する Lrmaxを監視することで、
全般検査前後の劣化回復率がどの程度のものなのかを見い出すことが、安価で簡易な方
法で実現できると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
図 6-16 新造時または全般検査を受けた時からの実験日までの経年数と Lrmaxの関連性 
L
r m
ax
(m
)
年数（年）
乗客数
実験車両
車両f 車両g
約30名
新造からの経過年数
[year] 10
全般検査からの経年数
[year] 0.3 
11st 12st
44 
 
7章 おわりに 
本研究で三次元重心検知理論は、物流には欠かせない陸上を走る様々な移動体に適用
できることが明らかになった。また、卓上型重心検知装置の実験に示されるように、そ
の精度も確認された。具体的には手押し台車の重心検知、自動車の重心検知、自動車の
タイヤ空気漏れ検知、鉄道車両の重心検知の実現、鉄道車両の弾性構造体（軸ばね）劣
化検知、鉄道車両の全般検査後の弾性構造体の劣化回復検知が実現可能である。重心検
知と弾性構造体の劣化検知が同時に実現することは、移動体のカーブでの速度超過によ
る横転事故の防止や安定性の向上、メンテンス分野や弾性構造体の故障の検知などの、
様々な分野に貢献をすると考えられる。 
課題としては、今回は自動車や鉄道車両の振動・動揺のデータを研究室に持ち込んで
の解析となり、現場で自動的に検知することへは至らなかった。従って、今後は振動、
動揺を計測しながら、自動的かつリアルタイムに重心や重心静止限界高さを演算する、
移動体の状態監視システムの作成を引き続き継続することが求められる。 
最後に、本研究に際して様々なご指導を頂きました主査の渡邉豊先生、副査の兵藤哲朗先
生、寺田一薫先生に深謝いたします。 また、研究に際して多くのご指摘を下さいました渡
邉豊研究室の先輩、同期、後輩の皆様、ならびにヒアリング調査では様々な情報をいただい
た東日本旅客鉄道株式会社の東京総合車両センター、長野総合車両センターの皆様にも感
謝いたします。 
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